
働き方改革について 

 

厚生労働省 労働基準局 



就業形態別年間総実労働時間及び 
パートタイム労働者比率の推移 

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む） 

  年間総実労働時間、所定内労働時間とも減少傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働
者以外の者）についてほぼ横ばいで推移するなかで、平成８年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと
等がその理由である。 
 一般労働者の総実労働時間は、依然として2,000時間台で高止まりしている。 

年間総実労働時間の推移 

（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
     （注） 事業所規模5人以上 
 

（資料出所） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
     （注） 事業所規模5人以上 
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   週６０時間以上就業する雇用者数及び割合の推移 
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週の労働時間が60時間以上の者の割合 

週の労働時間が６０時間以上の雇用者数 

資料出所：総務省「労働力調査」 
 （注）資料は非農林業雇用者数により作成。 

   週６０時間以上就業する雇用者数及び割合の推移 

２ 

週労働時間60時間以上の雇用者の割合は、景気の動向に左右される面はあるも
のの、全体では近年低下傾向にあるが、依然として1割弱で推移。 
 ※ 新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）に掲載された「雇用・人材戦略」の2020年までの目標 
     週労働時間60時間以上の雇用者の割合  平成20年１０．０％  →  2020年目標 ５割減（５％） 



長時間労働の職場の特徴 

○ 労働時間が長い人は、職場の雰囲気として「一人あたりの仕事の量が多い」「突発的業務
が生じやすい」「一部の人に仕事が偏りがち」「締切や納期に追われがち」と感じている。  

資料出所：「ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査報告書」（平成26年5月内閣府） 
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（複数回答）【母数：正社員】 一日の労働時間別  職場の特徴 

３ 



長時間労働者の意識 
○ 労働時間が長い人ほど、上司が残業をしている人に対して「頑張っている人」「責任感が強

い人」等のポジティブなイメージを持っていると考えている傾向が強い。 

○ 労働時間が短い人ほど、上司が残業をしている人に対して「仕事が遅い人」「残業代を稼ぎ
たい人」等のネガティブなイメージを持っていると考えている傾向が強い。 

○ 労働時間の長短が、上司の評価態度（の想定）に影響されていることがうかがわれる。 

資料出所：「ワーク・ライフ・バランスに関する個人・企業調査報告書」（平成26年5月内閣府） 
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（複数回答）【母数：正社員】 
一日の労働時間別 「上司が抱いている残業をしている人のイメージ（想定）」 
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（資料出所） 厚生労働省｢就労条件総合調査｣（平成１１年以前は「賃金労働時間制度等総合調査」による） 
（注） １）  「対象労働者」は「常用労働者」から「パートタイム労働者」を除いた労働者である。 
    ２）  「付与日数」には、繰越日数を含まない。「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。 
    ３）   平成18年以前の調査対象：「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」→平成19年以降の調査対象：「常用労働者が30人以上の民営企業」 
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我が国の年次有給休暇の取得率は、欧米諸国ではほぼ完全取得されている状況と比較して、
近年５割を下回る水準で低迷。 

  ※ 新成長戦略（平成22年6月18日閣議決定）に掲載された「雇用・人材戦略」の2020年までの目標                 
     年次有給休暇取得率  平成20年４７．４％  →  2020年目標 ７０％ 

年次有給休暇の取得率等の推移 
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資料出所：厚生労働省｢就労条件総合調査｣
（注） １） 「付与日数」には、繰越日数を含まない。

２） 「取得率」は、全取得日数／全付与日数×１００（％）である。
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※「運輸業，郵便業」について、Ｈ２３のデータ（平成２４年調査）より平成２１年経済センサス-基礎調査による抽出替

えを行ったことから、平成１９年１０月に民営化された郵便事業（株）が新たに調査対象となった。

産業別労働者１人平均年次有給休暇の付与日数及び取得日数の推移 
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 「世界トップレベルの雇用環境の実現」の大前提として、働き過ぎ防止に全力で取り組む。このため、企業等にお

ける長時間労働が是正されるよう、監督指導体制の充実強化を行い、法違反の疑いのある企業等に対して、労働

基準監督署による監督指導を徹底するなど、取組の具体化を進める。また、仕事と生活の調和の取れた働き方を

推進するため、特に、朝早く出社し、夕方に退社する「朝型」の働き方を普及させる。 

 さらに、我が国の課題である働き過ぎの改善に向けて、長時間労働抑制策、年次有給休暇取得促進策等の検討 

を労働政策審議会で進める。 

     

「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定） ＜抄＞ 

    
 勤務地を絞った「地域限定正社員」など、「多様な正社員」導入の動きが現れ始めている。さらに、プロフェッショナ
ルなキャリアを追求する働き手のニーズに応えるため、職務を限定した正社員の導入・普及が期待される。こうした
「多様な正社員」の普及の動きが多くの企業で生み出されるよう、本年７月までに労働条件の明示等の「雇用管理上
の留意点」を取りまとめ、「導入モデル」として公表するとともに、本年中に、職務の内容を含む労働契約の締結・変
更時の労働条件明示、いわゆる正社員との相互転換、均衡処遇について、労働契約法の解釈を通知し周知を図
る。あわせて、専門性の高い人材を含むモデルとなりうる好事例を複数確立するとともに、就業規則の規定例を幅広
く収集し、情報発信を行う。 
 その他、「雇用管理上の留意点」を踏まえた「多様な正社員」の導入が実際に拡大するような政策的支援につい
て、今年度中に検討し、2015年度から実施する。 
  
   

働き過ぎ防止のための取組強化 

職務等を限定した「多様な正社員」の普及・拡大 

７ 



経済の好循環の継続に向けた政労使の取組（抄） 
（平成26年12月16日「経済の好循環実現に向けた政労使会議」とりまとめ） 

５．休み方・働き方改革 

 休みとは、平日の骨休みではなく、人生を最適化する手段である。「休み方改革ワーキン

ググループ」の報告では、変革のための第一歩として、「プラスワン休暇キャンペーン（三連
休以上が集中する秋を中心に、有給休暇を組み合わせて、４日以上の連休を実施する）」と
地域ごとの「ふるさと休日（伝統行事、イベントのある市町村を中心に設定）」の二つのキャ
ンペーンが提唱された。これらも勘案して、政労使一体となって、長時間労働を是正する意
識改革を進め、休み方改革を推進していくこととする。働き方については、個々の従業員の
創造性を発揮するためには、様々な働き方があってしかるべきである。労使はそれぞれの
地域や仕事に応じて、個々人の時間を豊かにする働き方について議論を行い、ワーク・ライ
フ・バランスの実現につなげることが求められる。 

７．女性が働きやすい制度等への見直し 

 女性の活躍については、官民を挙げて推進する。政府は、女性が働くことで世帯所得が

なだらかに上昇する制度となるよう税制や社会保障制度を見直す。配偶者手当について
も、官の見直しの検討とあわせて、労使は、その在り方の検討を進める。 

８ 



休み方改革ワーキンググループ報告書 提言 
（平成26年11月18日内閣府「休み方改革ワーキンググループ」報告） 
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時間外労働の削減 

・長時間労働の抑制について、経営トップがメッセージを発信 

・「ノー残業デー」「ノー残業ウィーク」の設定とその徹底 

・「朝型勤務」の導入 

・管理職自らによる「ノー残業デー」、「朝型勤務」の実施 

・管理職による部下の労働時間の管理、「ノー残業デー」等の定時退社の徹底 

・部下の長時間労働抑制について、管理職の人事考課に盛り込む 

・長時間労働抑制に関する管理職向け教育の実施 

・長時間労働の抑制に関する労使の話し合いの機会の設定※ 

・業務計画、要員計画、業務内容の見直し 

・長時間労働の抑制を目的とした取引先との関係見直し 

「働き方」の見直しに向けた各取組のメニュー(例) 

年次有給休暇の取得促進 

・年次有給休暇の取得促進について、経営トップがメッセージを発信 

・毎月１日、年休取得の徹底・年に４回（年末年始、ゴールデンウィーク、お盆、秋の連休）連続１週間の休暇取得 

・年次有給休暇の計画的付与制度の導入 

・管理職自らによる年休取得（月１回、年数回の連続１週間休暇 等）の徹底 

・管理職による部下の年休取得の管理 

・部下の休暇取得に積極的な管理職を評価する人事評価の仕組の導入 

・年次有給休暇取得促進に関する労使の話し合いの機会の設定※ 

・年次有給休暇残日数を社員各自に通知 

・休暇・休業時の業務フォローアップ体制の構築 

※「働き方・休み方改善指標」を活用した労働時間や

休暇に関する企業の実態の「見える化」を行い、問

題点や課題を発見し対策を検討する等。 

その他の多様な働き方 

・テレワークを活用した在宅勤務 

 制度の導入等 

・年休以外の休暇制度の導入 

  例：病気休暇、ボランティア休暇、

    勤続年数節目休暇、バース 

    デー休暇 

・フルタイム勤務ができないなどの 

 事情のある社員のために、多様な 

 正社員制度の導入等 

１１ 



【参考１】 Ａ社（製造業） ～社内の意識風土改革、業務簡素・効率化、勤務制度の改革を三本柱に～ 

• 「残業は当然」ではなく、「定時内に業務終了が基本」というトップの方針の下、社内の意識・風土改革 

    ⇒ 経営トップ自ら、会議を30分で切り上げ、簡素な資料で意思決定することを徹底 

       社員の仕事の仕方も、完璧主義を排除し8割のできで決断するよう変化し、業務効率も向上  

• 営業部門にモバイルＰＣを配布し、出先から決裁、契約手続等を可能とするよう業務方法の改善 

• フレックスタイム制のコアタイムを１時間前倒しし、20時以降の勤務を原則禁止 

【目標】 年間総実労働時間 1850時間台を目指す 

【参考２】 Ｂ社（機器販売業） ～「時間外勤務ゼロ運動」の実施～ 

• 仕事は定時で終えわらせることで、仕事の仕方を見直し仕事の質を高め、社員の成長を促す「時間外勤務ゼロ運

動」を実施   

• 毎朝、「仕事は所定勤務時間内で終える」、「残業が発生したときは代替休暇の取得」を呼びかけ 

  所定外労働時間の実績を定期的に報告、各部門には毎月の実績一覧を提供 

    → 各部門にフィードバックし、各部門で対策を講じる 

【効果】 取組前の所定外労働時間 24時間／月 → 18時間／月 

【参考３】 Ｃ社（小売業） ～企業トップ直轄の委員会に部門長を呼んで残業削減対策を検討～ 

• トップの指示により、役員の担当部署ごとに定休取得率を社内公表し、見える化を実施。 

  定休取得計画を提出させ、計画期間中の計画を実績が下回らないか随時確認し、取得できていない場合は完全取 

得するための計画立て直しを指導   

    ⇒ ほぼ完全取得を達成  

• 18時以降残業する社員数（残留率）を１０％以内とする「10％ルール」を定め、事前申請なしの残業を禁止。 

  申請なく残業した社員がおり１０％ルールを達成できない部門の長は、企業トップ直轄の委員会に呼ばれ、どの業務  

 を減らして残業削減するかヒアリングされ、対応策を検討する。 

【効果】 2013年に残留率の目標を７％に変更し、目標達成 

   「働き方」改革の取組事例 （長時間労働削減推進本部によるヒアリング結果） 
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【参考４】 Ｄ社（小売業） ～社員の業務改善提案を奨励し、働き方の見直しに生かす～ 

• 働きやすい環境づくりに向けて、社員自ら改善に取り組むよう業務の改善提案制度を設け、提案については、企業

トップの決断で働き方の見直しを実行 

    ＊ 年次有給休暇は取得するのが当たり前、定時退社が当たり前という社内の雰囲気が浸透 

• 社員の提案により時間単位休暇制度（2時間休～6時間休）を導入し、子育て期の社員が年休を取得しやすく改善 

• 仕事が終了したら17時に帰宅するよう「17時に帰っていいよ」制度やスーパー時短制度（8：30～14：30勤務）を創設 

    → 業務に集中し仕事に取り組む習慣が身につき、効率性も高まり業績も伸長 

       17時に社員全員が退社するのが当たり前となり、時短社員も定時帰宅しやすい環境 

         （取引先にも定時退社の企業であることが認知され、業務への支障もない） 

【効果】 年休の取得率 ： ほぼ100％ 

      所定外労働時間  ： 「17時に帰っていいよ」制度の創設前 月約20時間 → 現在ほぼゼロ  

   「働き方」改革の取組事例 （長時間労働削減推進本部によるヒアリング結果） 

【参考５】 Ｅ社（製造・販売業） ～従業員意識調査で職場の働きやすさを聴いて、さらなる改善に取り組む～ 

• 企業トップが、仕事は時間ではなく成果で測るとのメッセージを発信し、休暇取得促進、所定外労働削減の取組を本

格化 

• 年間の休暇取得日を設定し、計画どおり取得できなかった場合は、上司が年休取得日の設定を指示 

  経営トップが率先して休暇取得し、役員が休暇をとっているか、何故取れないか日頃から社員に声掛けを実施 

    → 休暇を取得するよう社員の意識も変化 

   週に1回定時退社デーを設け、当日はメッセージを全社員にメール配信し定時退社を実施。 

• 年休の取得しやすさなどＷＬＢも含む広範な項目の従業員意識調査を年に１回実施（無記名方式、回答率９０％超）       

    → 調査の結果は企業トップに報告され、例えば年休が取りづらい等の部門に対しては、改善のためのアクション 

      プランを作成し、改善策の実施を指示 

【効果】 年休の取得率が向上、所定外労働時間 月20時間未満 １３ 


